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蒲郡北地区個別計画に基づく基本計画策定支援業務に係る公募型  

プロポーザル実施要領  

 

蒲郡北地区個別計画に基づく基本計画策定支援業務の内容及び同業務に係る

公募型プロポーザルの各種手続、要件、審査等については、次のとおりとする。  

 

第１ 業務の目的  

蒲郡市は、蒲郡市公共施設マネジメント実施計画（平成２９年３月策定、

令和４年３月改訂）に基づく蒲郡北地区個別計画を令和４年１２月に策定

（令和７年３月改訂）し、地区利用型施設（小学校、中学校、保育園、児童

館及び公民館）の将来のあり方を示した。  

本業務は、蒲郡北地区個別計画に基づき蒲郡北部小学校、北部公民館、北

部保育園の敷地に蒲郡北部小学校、蒲郡西部小学校、北部保育園、西部保育

園、北部公民館、西部公民館、児童クラブの機能を集合させ、その機能集合

に合わせて市立特別支援学校（小学部・中学部）を設置することについて、

ワークショップを通じて課題の抽出や解決策の検討を行い、施設の整備方法

や管理運営方法等を定める基本計画を策定することを目的とする。  

第２ 業務の概要  

１ 業務名  

蒲郡北地区個別計画に基づく基本計画策定支援業務  

２ 業務内容  

「別紙１  蒲郡北地区個別計画に基づく基本計画策定支援業務委託仕

様書」のとおり  

３ 業務期間  

契約締結日から令和８年２月２７日（金）まで  

４ 契約方法  

公募型プロポーザル方式による随意契約  

５ 契約上限額  

金２８,２７０ ,０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）  

後述する「【様式１】提案価格書」、「【様式２】提案価格内訳書」に記載

する金額は、上記提案限度額を超えてはならない。  

第３ 担当部局  

〒４４３－８６０１  愛知県蒲郡市旭町１７番１号  

蒲郡市教育委員会  教育政策課  

ＴＥＬ  ０５３３－６６－１１６６  

ＦＡＸ  ０５３３－６６－１１８４  

電子メール  kyoiku@city.gamagori.lg.jp 
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第４ 参加資格要件  

公募型プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）

は、次の全ての要件を満たしていること。  

１ 参加資格要件  

元請け・下請けを問わず、国又は地方公共団体が発注する特別支援学校

の整備に関する業務（基本計画の策定業務、基本設計、実施設計に関する

支援業務等）に類する契約を履行した実績を有する者であること。  

２ 本社、支社又は営業所が愛知県内に所在している者であること。  

３ 蒲郡市の入札参加資格者名簿に登録されている又は登録の手続き中の者

であること。  

４ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しない者であること。  

５ 公募の日から契約締結日までのいずれの日においても、本市契約に係る

指名停止の措置を受けていない者であること。  

６ 「蒲郡市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成

２３年４月１日付け蒲郡市長・蒲郡警察署長締結）に基づく排除措置を受

けていない者であること。 

７ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づ

き再生手続開始の申立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手

続開始の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者

を除く。）でないこと等、経営状態が著しく不健全である者でないこと。  

８ 複数の者がチームを結成し、参加する場合の取り扱いは、次のとおりと

する。  

⑴ 代表となるものを決定すること。  

⑵ チームとして上記１及び２の要件を満たしていること。  

⑶ チームの代表となるものが上記３から７までの要件を満たしているこ

と。 

⑷ チームに参加する全てのものが上記４から７までの要件を全て満たし

ていること。  
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第５ 選定スケジュール  

本プロポーザルの実施スケジュールは、次のとおりである。  

実施内容  実施期間又は期限  

実施要領等の公表日及び配
布期間  

令和７年４月２８日（月）～  
令和７年５月１６日（金）午後３時まで  

実施要領等に関する質問書
の提出期間  

令和７年４月２８日（月）～  
令和７年５月  ９日（金）午後３時まで  

実施要領等に関する質問に
対する回答  

令和７年５月１４日（水） 

参加表明書の提出期限  令和７年５月１６日（金）午後３時必着  

参加資格要件確認結果通知  
及び提案書提出要請  

令和７年５月２３日（金）まで  

提案書に関する質問書の提
出期間 

令和７年５月２３日（金）～  
令和７年５月３０日（金）午後３時まで  

提案書に関する質問に対す
る回答  

令和７年６月  ９日（月）  

提案書の提出期限  令和７年６月１６日（月）午後３時必着  

プレゼンテーション  令和７年６月２４日（火）  

提案書審査結果の通知  令和７年６月２５日（水）（予定）  

契約締結  令和７年６月下旬から７月上旬（予定）  

第６ 参加表明手続  

１ 参加表明書の提出  

参加希望者は、次のとおり参加表明書及び資料（以下「参加表明書等」と

いう。）を提出しなければならない。  

なお、期限までに参加表明書等を提出しない者又は参加資格要件に該当

しないと認められた者は、このプロポーザルに参加することができない。  

⑴ 提出書類  

「【様式４】参加表明書」１部  

⑵ 提出期限  

令和７年５月１６日（金）午後３時必着  

⑶ 提出場所  

第３ 担当部局と同じ  

⑷ 提出方法  

持参、郵送（書留郵便に限る。）又は電子メールとする。  

⑸ 留意事項  

電子メールで書類の提出を行った場合は、提出期限までに担当部局に

到着していることを必ず確認すること。  
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２ 参加資格の確認等  

⑴ 参加資格要件の確認及び提案書提出の要請  

市長は、第４に定める参加資格要件に該当するか確認を行い、令和７年

５月２３日（金）までに次に掲げる事項を記載した確認結果通知書を、参

加表明書等を提出した者に通知する。併せて、参加資格要件を有する者

に、提案書の提出を要請する。  

ア  参加資格を有すると認めた者にあっては、参加資格がある旨及び提

案書の提出を要請する旨  

イ  参加資格を有しないと認めた者にあっては、参加資格がない旨及び

その理由並びに所定の期限までに理由について説明を求めることがで

きる旨  

⑵ 市長が参加資格を有しないと認めた者は、その理由について、次のと

おり書面（様式は任意）により市長に対し説明を求めることができる。  

ア 提出期間  

令和７年５月３０日（金）までの休日を除く午前９時から午後５時まで  

イ 提出場所  

第３ 担当部局と同じ。  

ウ 提出方法  

持参によること。（郵送、ファックス又は電子メールによるものは受

け付けない。）  

⑶ 市長は、⑵の説明を求められたときは、令和７年６月６日（金）までに

説明を求めた者に対し理由説明書を通知する。  

第７ 質問及び回答  

参加希望者は本プロポーザルの実施要領や業務仕様書、参加表明手続に関

して質問がある場合は、次に定めるところにより質問すること。  

１ 質問の受付場所  

第３ 担当部局と同じ  

２ 質問の受付期間  

令和７年４月２８日（月）から令和７年５月９日（金）午後３時まで  

３ 質問方法  

「【様式３】質問書」に質問事項を記載し、電子メールにて事務局のメ

ールアドレス宛に提出するものとする。  

４ 回答の確認方法  

令和７年５月１４日（水）に、質問提出者名を伏せ蒲郡市公式ホーム

ページ上に当該回答内容をまとめて掲載する。  

https://www.city.gamagori.lg.jp/unit/kyoikuseisaku/kitachiku-kihonkeikaku.html 
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５ 留意事項  

⑴ 電子メール送信後、担当部局に到着していることを必ず確認するこ

と。 

⑵ 提出された質問に対し、質問の意図を確認するため担当部局から質問

提出者へ問い合わせをする場合がある。  

⑶ 本プロポーザルの執行に関し担当部局が不適切と判断した質問につい

ては、回答しない。  

第８ 提案書の作成要領  

提案書の提出を要請された者（以下「提案者」という。）は、次に定める

ところにより提案書を作成し、提出するものとする。  

１ 提案内容  

提案書の作成に当たっては、「別紙２  提案書記載項目」に記載されて

いる事項について提案すること。  

２ 提案書の書式  

提案書の書式は、次の書類を添付して行うこと。  

⑴ 提案提出書（様式５） 

⑵ 提案書（様式は任意）  

⑶ 提案価格書（様式１） 

⑷ 提案価格内訳書（様式２） 

３ 作成上の注意事項 

⑴ 用紙は基本的に全てＡ４版とし、縦置き横書きとしてＡ４版を左綴じ

すること。ただし、図表等の表現の都合上、用紙の方向を一部変更した

り、記述方向を一部縦としたりすることは差し支えない。頁数は２０頁

を上限とする。  

⑵ 表紙と背表紙に、業務名と応募事業者名を記入すること。  

⑶ 両面印刷とすること。  

⑷ 頁番号は目次を除いた部分を通し番号とし、内容ごとに頁番号を区分

しないこと。Ａ３サイズについては２頁カウントとする。なお、表紙、

背表紙及び目次は頁数には含めない。  

⑸ 本文を標記する文字のポイントは、原則として１０．５ポイント以上

とすること。  

⑹ 企画提案書の記述にあたっては、説明をしなくても提案書を読んで理

解できる内容とすること。  

⑺ 提案書の記述は明確かつ定量的、具体的に記述すること。  

⑻ 造語及び略語は、専門用語及び一般用語を用いて初出の箇所に定義を

記述すること。また、必要に応じて用語集を作成するなどして、別途説

明を要せずとも提案書を読んで理解できる内容とすること。  

⑼ 「【別紙２】提案書記載項目」毎に対象とする提案を行うこと。  

⑽ 記載は当該項目内で完結すること。当該項目以外に掲載されている記
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述は、採点の対象とならないことに留意すること。  

⑾ 使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定

めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。  

⑿ 説明は文書をもって行い、図表等はその補助として用いること。図の

みの説明は認めない。  

⒀ 提案者は１つの提案しか行う事ができない。  

４ 提出方法等  

⑴ 提出期限  

令和７年６月１６日（月）午後３時必着 

⑵ 提出場所  

第３ 担当部局と同じ  

⑶ 提出方法  

持参又は郵送（書留郵便に限る）とする。  

⑷ 提出部数  

１１部（正本１部、副本１０部）に加え、データ化（書面で提出した

ものをＰＤＦ化）したものを保存した記憶媒体（ CD又はDVDディスク）

を１部提出する。  

５ 提案書等の著作権等の取扱い  

⑴ 提案書等の著作権は、当該提案書等を作成した者に帰属するものとす

る。 

⑵ 市長は、プロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必

要があるときは、提出された提案書等の全部又は一部の複製等をするこ

とができるものとする。  

⑶ 市長は、提案者から提出された提案書等について、蒲郡市情報公開条

例（平成１０年蒲郡市条例第１号）の規定による請求に基づき、第三者に

開示することができるものとする。  

６ 提案書作成に関する質問  

提案者は提案書の作成にあたり質問がある場合は、次に定めるところに

より質問すること。  

⑴ 質問の受付場所  

第３ 担当部局と同じ。  

⑵ 質問の受付期間  

令和７年５月２３日（金）から令和７年５月３０日（金）午後３時まで  

⑶ 質問方法  

担当部局に電話連絡の上、「【様式３】質問書」をファックス又は電子メ

ールにより提出すること。  

⑷ 回答 

令和７年６月９日（月）、提案者全員にファックス又は電子メールに

より回答する。  
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第９ 失格事項  

次のいずれかに該当した者は、その者を失格とする。  

１ 参加資格要件を満たしていない場合  

２ 提案書の提出時点で蒲郡市入札参加資格者名簿への登録が完了していな

い場合  

３ 提出書類に虚偽の記載があった場合  

４ 実施要領等で示された、提出期限、提出場所、提出方法、書類作成上の

留意事項等の条件に適合しない書類の提出があった場合  

５ 契約上限金額を超える提案をした場合  

６ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合  

第１０ 提案書の審査及び評価  

１ 選定委員会の設置  

提案書の審査、評価及び受託候補者の特定を行うため、蒲郡北地区個別

計画に基づく基本計画策定支援業務プロポーザル選定委員会（以下「選定

委員会」という。）を設置する。  

２ プレゼンテーション等の実施  

選定委員会において、提案内容をより理解するため、提案書に係るプレ

ゼンテーション及びヒアリングを次のとおり行う。  

⑴ 実施方法  

ア １者ずつの呼び込み方式とし、１者の持ち時間は説明１５分、質疑２

０分の計３５分とする。  

イ  提案追加資料の配付は禁止するが、提出された提案書と同一の図案

や写真を用いた説明用パネル等の使用は可能とする。なお、スライドを

使用する場合、大型モニター等（プロジェクター及びスクリーンの場合

あり）に関しては本市で準備する。  

ウ プレゼンテーション等の説明者は、補助者を含めて５名までとする。 

エ 欠席をした場合は、提案書の審査、評価及び特定から除外する。  

⑵ 実施日及び場所  

令和７年６月２４日（火）  

※時間等詳細については、別途通知する。  

３ 審査項目及び評価基準  

提案書及びプレゼンテーション等により、次の審査項目について、「別

紙３ 受託候補者選定方法」で示す評価基準に基づき審査及び評価を行う。 

４ 受託候補者の特定方法  

選定委員会において、３の審査及び評価を踏まえ、受託候補者の特定を

行う。各委員の採点に基づき各提案者に順位を付け、第１順位の最も多い

提案者を受託候補者として特定する。ただし、第１順位の最も多い提案者

が２者以上いるときは、選定委員会において、合議により受託候補者を特

定する。  
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選定委員会の審議により、当該業務の内容に適合した履行の確保が見込

めないと判断された場合には、受託候補者を特定しない。  

５ 審査結果の通知  

⑴ 市長は、受託候補者を特定したときは、速やかに提案者に対し、次の事

項を通知するものとする。  

ア 受託候補者名  

イ 受託候補者にあっては、今後の契約手続の旨  

ウ  受託候補者とならなかった者にあっては、その理由及び所定の期限

までに理由について説明を求めることができる旨  

⑵ 受託候補者とならなかった者は、その理由について、次のとおり書面

（様式は任意）により市長に対し説明を求めることができる。  

ア 提出期間  

⑴の通知日から７日間の休日を除く午前９時から午後５時まで  

イ 提出場所  

第３ 担当部局と同じ。  

ウ 提出方法  

持参によること。（郵送、電子メール又はファクシミリによるものは

受け付けない。）  

⑶ 市長は、⑵の説明を求められたときは、令和７年７月４日（金）までに

説明を求めた者に対し理由説明書を通知する。  

６ 特定結果の公表  

受託候補者と契約を締結したときは、次の事項を公表するものとする。  

⑴ 業務名  

⑵ 業務内容及び業務期間  

⑶ 受託者の名称及び所在地  

第１１ 契約に関する基本事項  

１ 契約の締結  

契約に当たっては、本市と受託候補者が当該業務について協議を行い、

内容について合意の上、当該業務仕様書を作成するものとし、その仕様書

に基づく見積書を徴取し、随意契約の方法により契約を締結する。  

なお、受託候補者との契約の協議が整わない場合には、次順位の者を受

託候補者として契約の協議を行う。ただし、選定委員会の審議により、当該

業務の内容に適合した履行の確保が見込めないと判断された場合には、次

順位の者との協議は行わない。次順位後の者も同様とする。  

２ 契約保証金  

蒲郡市契約規則第２６条の規定による。  

３ 契約書作成の要否  

要する。  
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４ 支払条件  

完了払いとする。  

第１２ 参加の辞退  

本プロポーザルへの参加を表明した後、参加を辞退する場合は、遅滞なく

辞退届（様式６）を作成し、担当部局へ提出すること。  

第１３ その他 

１ 本プロポーザルによる一切の経費は参加者の負担とする。  

２ 提出された書類等は返却しない。  

３ 提出後の提出書類の差し替え、修正、追加等は認めない。  

４ 採用された提案書等の著作権は蒲郡市に帰属する。  

５ 提出された提案書等は、必要な範囲において複製を作成する事がある。  

６ 提出された提案書等は、蒲郡市情報公開条例に基づき、公開する事があ

る。 

７ 本プロポーザルは優先交渉権者の特定を目的に実施するものであり、契

約内容においては必ずしも提案内容に沿うものではない。  

８ 審査結果についての異議申し立ては受け付けない。  

９ 本プロポーザルにおいて業務受託者となった場合であっても、今後予定

する設計及び監理に係る入札又はプロポーザルへの参加について、これを

妨げない。  

１０ 本実施要領に定めるもののほか、必要な事項については事務局が定め

る。 

以上  


